予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：総務費　　項：企画開発費　　目：国際化推進費　　　
	事業名　海外連携推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　国際課　国際交流係　電話番号：058-272-1111（内2358）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  　３，４００千円（前年度予算額：０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,400

	決定額
	3,400
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　ベトナムは、平成２７年７月のトップセールスを機に本県との交流・連携が深まり、ゲアン省やトゥアティエン＝フエ省との友好協力に関する覚書締結など様々な交流が進められている。
　県内企業に目を向けても、同国はTPP参加国であり、経済成長著しく、県内企業もすでに多く進出するなど、同国への関心は高い。

　一方、県内企業は、海外展開に際し、海外市場ニーズの把握や海外販路開拓のきっかけづくり、カウンターパートの確保など、数多くの課題に直面しており、現地の言語・商習慣を理解するグローバル人材として、留学生活用への関心が高まっている。

　また、留学生は、日本を理解する「高度人材の卵」であり、企業の海外展開の課題解決に貢献しうる優れた担い手であるとともに、現役留学生は日本企業への就職を希望し、帰国留学生は留学経験を活かした日本企業との関わりを望んでいるとの声が聞かれる。

　こうしたことから、県内教育機関に在籍する現役留学生が約500名であること、県内企業のベトナムへの関心が高いこと、さらには本県と同国との交流の深まりから、ベトナムをモデルケースとし、同国との交流促進の基盤整備として、ベトナム人留学生及び元留学生をネットワーク化した「ベトナム岐阜留学生ネットワーク」を立ち上げ、県内企業とベトナム人留学生との交流を進めている。
　引き続き、ベトナム人留学生と県内企業等との交流を促進するため、本ネットワーク運営事業を実施する。
（２）事業内容

　・ネットワーク参加者募集、参加登録作業
　　　新たな参加者獲得に向けた活動、参加申込者の登録作業の実施

　・Facebookページの運用

　　　参加者間の交流促進や情報交換の場や県施策等の情報提供の場として、Facebookページの運用の実施

　・県内での現役留学生と県内企業との交流会の開催
　　　県内企業への就職促進や、ベトナムとの交流を深めるため、現役留学生と県内企業等との交流会を春秋に開催
　・ベトナムでの帰国留学生と進出県内企業との交流会の開催

　　　帰国留学生と進出県内企業等とのビジネス交流を促進するため、ハノイ及びホーチミンにて、交流会を開催

（３）県負担・補助率の考え方

　本県とベトナムとの交流の基盤となる組織であり、さらに県内関係機関が連携して実施することが必要であるため、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,400
	ネットワークの運営、交流会開催業務委託

	合計
	3,400
	



	　決定額の考え方　

　地方創生推進交付金を充当します。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　①岐阜県成長・雇用戦略

　　Ⅱ　新たな課題に対応するための今後の方向性

　　（３）雇用情勢変化への対応

　②岐阜県多文化共生推進基本方針

　　（１）誰もが活躍できる環境づくり

　③岐阜県国際交流戦略

　　国際交流戦略に基づく分野別及び国・地域別交流の進め方

　　　２　国・地域別交流の方向性　（１）アジア・太平洋州地域

（２）後年度の財政負担

　　本県とベトナムとの交流の基盤として、県内企業等との交流促進を図るものであり、広く交流を図るためには、県単独事業として実施すべきであるが、関係機関と連携した事業実施など、外部資金の獲得を模索していく。
（３）事業主体及びその妥当性
　　本県とベトナムとの交流の基盤となる組織であり、大きな効果を上げるためには、県内関係機関が連携して実施することが必要であり、県が実施することは妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県とベトナムとの交流の基盤となるベトナム人留学生ネットワークを構築し、県内企業との交流促進を目指す


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ネットワーク参加者数（人）
	０
（H27）
	（H  ）
	40
（H28）
※H28.10現在
	150
（H28）
※H29.3

予定
	250
（H29）
	％
－

	県内企業の交流会参加者数（社）
	０
（H27）
	（H  ）
	11
（H28）
※H28.11予定
	20
（H28）
※H29.3

予定
	40
（H29）
	％
－


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　本ネットワーク立ち上げのため、各教育機関への参加者募集活動等の実施、帰国留学生への本ネットワークの周知も兼ね、ハノイ及びホーチミンにおいて帰国留学生との交流会を開催した。



（前年度の成果）

	　県内全教育機関に対し、本ネットワークの周知・案内を実施し、多くの参加者を得て、本ネットワークを立ち上げることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県とベトナムとの交流の基盤となるものであり、留学生は将来にわたっての交流の懸け橋となる人材であり、県内企業等から交流を望む声も多い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	県内において、ベトナム人留学生と県内企業との交流会を開催できていないため、現在、各教育機関に在籍するベトナム人留学生及び県内企業に対して、メリット等の浸透が図られていない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	教育機関、経済団体、金融機関等と連携をすることで、最小限の経費でより効果的に、ネットワーク化や県内企業との交流が図ることができるようにしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　現在、県内教育機関に在籍するベトナム人留学生との交流会を県内で開催できておらず、今後の参加者拡大に向けても、現役留学生に対し、参加することのメリットを感じてもらう取組みが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
県とベトナムとの交流促進の基盤作りをし、さらに県内企業とベトナム人留学生との交流促進を図る事業は、本事業以外になく、実施すべきである。
さらに、ベトナム人留学生の日本企業への就職ニーズ、県内企業のベトナム人留学生採用への関心の高まりから、交流促進の基盤作りは、有効である。


